
 

『令和８年度税制改正への建議書 ６つの重点提案－日税連』 
 

 日本税理士会連合会は、令和８年度税制改正に向けた建議書を２０２５年６月に公表し、納税者権利

憲章の導入や税務行政のデジタル化を基本姿勢とした６つの重点提案を掲げた。 

 第一に、基礎控除の引上げや給付付き税額控除の導入により、若年層の可処分所得を底上げし、少

子化対策に資する税制改革を求めた。第二に、現行の事業承継税制特例の恒久化と要件緩和を提言

し、中小企業の円滑な世代交代を支援。第三に、複数税率による事務負担の是正を目的とし、単一税率

への回帰による消費税制度の一元化を主張。第四に、災害損失控除の創設や繰戻還付制度の導入を

含む所得税の雑損控除拡充で、災害対応力の強化を図る。第五に、確定申

告や青色申告の期限延長、新設業者向け源泉納付特例など申告制度の柔

軟化を提案。第六に、電子帳簿保存やインボイス制度と連動した税務のオン

ライン化と、小規模事業者へのＩＣＴ支援を求めた。 

 個別税目でも、暗号資産の分離課税化、国外転出時課税の緩和、法人税

の軽減税率恒久化、相続税評価の見直しなど多岐にわたる改正提案を

行っている。建議書は少子化・災害対応・デジタル化など現代的課題に即し

たもので、年末の政府与党税制改正大綱への反映が注目される。 

 

『金融分野の重点施策 基本方針や実行計画で推進』 
 

 金融庁が公表した「経済財政運営と改革の基本方針２０２５」および「新しい資本主義実行計画２０２５

改訂版」では、経済・社会基盤の強化に向けた金融分野の重点施策が示された。まず、物価上昇を上回

る賃上げの定着を目的に、地域金融機関による中小企業支援や経営者保証に依存しない融資慣行の

構築、人への投資や事業承継支援が強化される。また、地方創生に向けては、金融資本の地域循環を

促すため、インフラ整備や金融仲介機能の高度化が図られる。さらに、スタートアップ支援では、非上場

株式市場の整備やベンチャーキャピタルのガバナンス強化、インパクト投資推進が掲げられ、東証グ

ロース市場の見直しも進められる。資産運用立国の実現では、ＮＩＳＡ制度の

利便性向上、金融教育強化、地方での資産形成支援体制の構築が盛り込ま

れる。企業の説明責任向上では、開示制度改革やコーポレートガバナンス強

化が進められる。加えて、安心・安全な金融環境の整備として、マネロン・詐欺

対策や高齢者保護、課徴金制度の見直し等が推進される。 

 以上「賃上げ」「地方創生」「スタートアップ・資産運用立国」「企業透明性」「安

全・安心」の５分野にわたり、具体的政策の整備・制度改革・体制強化を包括

的に実行しようとする意図を明確化している。 

 

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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